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26.6 1 supported 
by 2.3











35.3 1 supported 
by 1.5











38.4 1 supported 
by 1.3
1 supported by 1.7
Note: Figures in the parentheses are the values when the values of 2015 are set to be 100.
Source: Population Projection for Japan (Projection in 2017) by Institute of Population and Social Security Research (In case of medi-
an birth and median death).
Fig.　1　Japan’s Population (Total and Age Group) 1872-2115
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療介護総合確保基金にみられるように計画的手法や
補助金的手法との「ポリシーミックス」が強調され
ているゆえんである．ただし，それぞれの政策手法
は一長一短があり，日本の医療提供体制は民間セク
ター中心であること等を考えると，今後とも診療報
酬は重要な意義を有することに留意すべきである．
また，計画的手法や補助金的手法の実効性を確保す
るには，高度な企画能力と調整能力を有する自治体
の医療人材の育成は喫緊の課題である．
制度は「お上」から与えられるものではない．ま
た，制度は一度創れば終わりではない．制度は日々
創るものである．さらに言えば，「医療は医学の社会
的適用である」という言葉があるが，適用すべき社
会経済が一変すれば，医学や医療のあり方そのもの
の見直しが迫られる．国民皆保険を将来にわたり堅
持するためには，医療関係者はもとより国民一人ひ
とりが当事者意識をもって臨むことが不可欠であ
る．その意味では，日本の国民皆保険の将来は真の
民主主義の成熟と表裏の関係にあると言うべきであ
る．
